
 

 

安全かつ良質な公共サービスを実施するための 

労働環境の整備に関する要求モデル 

 ― 自治体単組・公共民間労組共通 ―  

 

（制度等の導入関連） 

 公共サービス基本法10条・11条に基づき、自治体の責務を果たすために以下の事項の実

現を要求します。 

1. 雇用安定をはかるため、指定管理者の選定、公社・事業団などの統廃合、競争入札な

どによる委託企業の変更の場合でも、これまで従事してきた労働者の「雇用保障」や

「優先雇用」の協定を関係団体、労組間で締結すること。さらに、公共サービスの維

持・発展をはかるために、雇用の引き継ぎとともに、賃金、労働条件、勤続年数、労働

協約、労働慣行の継続をはかること。 

2. 安さを追求する競争入札から、公共サービスの質の向上や自治体政策実現に資する入

札にむけ、公正労働、リビングウェイジ（生活できる最低賃金）、雇用継続、障害者雇

用、男女平等参画などを総合評価する公契約条例を制定すること。 

3. 事業者の入札参加や指定管理者への公募にあたっては、人権などの社会的価値（環境、

障害者雇用の推進や男女平等参画など）や公正労働基準（ディーセントワーク、常用雇

用の原則、雇用の継続、標準的生活賃金）、労働法の遵守、社会保険等の加入、継続雇

用を要件とすること。また、同要件を、委託先事業者や指定管理者の協定書に規定する

こと。なお、労働基準法等違反企業や不当労働行為企業を契約から排除すること。 

4. 指定管理者の指定にあたっては、施設の特性に応じて、長期間の指定も可能とし、10

年を標準とすること。また、これまでの指定管理者の事業実績に十分留意し、特定の団

体を特命指定できるものとすること。 

5.  指定管理者の選定基準において、継続的に指定されている法人には、経験や実績を考

慮した加算や自動更新規定を設けること。 

6. 入札や指定管理者の人件費積算にあたっては、公正労働基準を確立するため、ＩＬＯ

94号条約（公契約における労働条項）や同一労働同一賃金の趣旨を活かし、これまで従

事していた職員や同一地域の同様な職種の平均賃金を下回らない積算をし、標準人件費

に基づく職種別賃金単価表を整備すること。また、その積算根拠を公表し、予算化する

こと。さらに、人件費上昇分や資材等の加算、消費税増税分については、契約期間中で

あっても指定管理料・委託料を増額すること。 

  労務提供型請負（業務委託）の入札・落札においても公正労働基準に基づく「最低制

限価格制度」「低入札価格調査制度」を導入すること。 

7. 仕様書や委託先企業との契約書において、労働諸法（指針を含む）を遵守する旨の公

正労働条項を設けること。災害など事業者の責によらない事態が発生した場合は、指定



 

管理料・委託料を減額しないこと。また、2022年10月11日に総務省が発出した「原材料

価格、エネルギーコスト等の上昇に係る指定管理者制度の運用の留意点について」を踏

まえ、適切な対応を行うこと。 

8. 労働時間等設定改善法が改正され、他の事業主との取引を行うにあたり、長時間労働

につながる短納期発注や発注内容の頻繁な変更を行わないよう配慮が必要となったこと

から、自治体の契約についても、改正の趣旨に則った対応を行うこと。 

 

（労働条件関連） 

9. 公社・事業団、社協、民間委託企業など主として自治体の補助金、委託費などに依存

する事業所の労働者に適用される自治体最低賃金（月額169,8005,900円＜国公行(一)１

級17号相当額＞、日額8,500300円、時間給1,09670円）を確立すること。ただし、時給

については、最低1,150円以上に引き上げること。最低制限価格制度を活用して委託費

において自治体最低賃金を最低保障するとともに、仕様書、委託契約において明記し、

履行を確保すること。 

10. 総合評価方式を活かし、ダンピングを防ぐとともに、技術、経験、公正労働基準、リ

ビングウェイジ、雇用引き継ぎ、障害者雇用、男女平等参画などが委託契約に反映され

るようにすること。業務の継続性をはかるために、随意契約についても活用すること。 

11. 委託担当、委託先への出向・派遣職員に対して、労働諸法などの研修を実施し、遵守

するよう指導すること。また、労働施策総合推進法改正に則り、ハラスメントを防止す

るための基本方針を明らかにし、啓発活動や苦情処理のための具体的実施計画を定める

こと。 

12. 委託企業従業員に対して、地域公共サービスを向上し、業務遂行のための職員研修、

安全衛生研修、および人権研修を有給で実施すること。また、職場の安全衛生活動の充

実と体制の強化をはかること。 

13. 自治体設置の公社、事業団などにおける不払い残業をなくす予算措置を講じること。 

14. 介護保険による指定事業所において、労働基準法、労働安全衛生法、パートタイム労

働法などの違反がないように、労働基準監督署、労政事務所などと共同で、周知徹底、

改善指導、違反摘発を行うこと。また、介護労働者が安心して働き続けられるよう保険

者として環境整備をはかること。 

15. 委託企業従業員においても、自治体福利厚生制度を設けることができるように委託料

を算定が利用できるようにすること。 
 

 
＜公共サービス基本法＞ 

 自治労が長年制定をめざし成立した法律（2009年５月成立、７月施行）。公民

を問わず、公共サービスに従事する者の適正な労働条件の確保と労働環境の整備

に関し、必要な施策を講じることを求めるもの。 

書式を変更: 取り消し線



 

（公共サービスの実施に関する配慮） 

第10条 国及び地方公共団体は、公共サービスの実施が公共サービスによる利益

を享受する国民の立場に立ったものとなるよう、配慮するものとする。 

（公共サービスの実施に従事する者の労働環境の整備） 

第11条 国及び地方公共団体は、安全かつ良質な公共サービスが適正かつ確実に

実施されるようにするため、公共サービスの実施に従事する者の適正な労働条

件の確保その他の労働環境の整備に関し必要な施策を講ずるよう努めるものと

する。 

 
 

 


